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 科学研究費助成事業、厚生労働科学研究費補助金等の取扱いについては、国

立研究開発法人国立循環器病研究センター競争的資金取扱規程および本事務処

理要領、ならびに各補助金・基金の取扱規程等に基づき適切な執行を行って頂
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Ⅰはじめに 

 科学研究費助成事業（以下「文部科研費」という。）および厚生労働科学研究費補助金

（以下「厚労科研費」という。）は研究者の学術研究および臨床研究を補助対象とした

「競争的研究資金」である。「競争的研究資金」については平成１８年８月３１日に総合

科学技術会議において「公的研究費の不正使用の防止に関する取組について（共通的な指

針）」が平成１９年２月１５日には「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイド

ライン（実施基準）」（以下「ガイドライン」という。）が示され、令和３年２月１日に

はガイドラインが改正された。当センターにおいても、それらに基づき公的研究費の不正

防止に向けた管理・運営体制の整備、不正防止計画の策定等の取り組みを実施していると

ころである。 

 昨今、一部の研究機関において、不適正な経理の実態が判明し、研究機関としての公的

研究費のより適正な管理・執行が求められている。一方、センターで行われる研究はその

性格や規模において極めて多様であり、単純にセンター会計規程を適用し、一律にセンタ

ーの調達に係る運用に当てはめることはかえって実務上の弊害を招く恐れがある。また、

国立研究開発法人国立循環器病研究センター会計規程第２７条第２項第１号において個人

研究費の管理方法等に関する要領を定めることとされている。そこで、同規定に基づき公

的研究費の管理及び効率的な業務の執行を目的とし、文部科研費、厚労科研費等の取扱要

領をここに定める。文部科研費、厚労科研費等は言うまでもなく、国民の貴重な税金によ

ってまかなわれていることを留意し、文部科研費、厚労科研費等の交付の目的に従って誠

実に補助事業を行うように努められたい。 

 なお、ガイドラインの改正により、競争的資金等の運営・管理に関わる全ての職員に誓

約書等の提出が義務付けられることとなった。担当部局より誓約書の提出について連絡す

ることとなるためご留意いただきたい。また、一定の取引実績(回数、金額等)を考慮して

総合的にリスクが高いと思われる業者に対して、誓約書を求めることとする。 

 

Ⅱ委任経理について 

研究者が交付を受けることが決定した文部科研費及び厚労科研費について、研究者は次

の業務をセンターに委任し、センターは委任を受けて当該業務を執り行います。 

① 補助金・基金を管理すること。 

② 補助金・基金に係る諸手続きを行うこと。 

③ 補助金・基金に係る間接経費を受け入れ、これに係る事務を行うこと。 

④ 補助金・基金に係る経費支出手続きを行うこと。 

⑤ 補助金・基金配分先の求めに応じ、内部監査あるいは立入調査に対応すること。 

 

 なお、文部科研費及び厚労科研費以外で委任経理を行う公的研究費の取扱いについて

も、各研究費の事務処理要領等に定める場合のほか、本要領の規程に準じるものとする。 



 

3 

 

Ⅲ発注及び検収等について 

（１）発注方法 

・公的研究費の交付を受けた研究代表者あるいは研究分担者は、１００万円未満の物

品等（請負業務等も含む）について、研究者の責任で発注を行うことができるもの

とする。研究者の責任で発注を行う場合、発注先選択の公平性・発注金額の適正性

の説明責任や、受注者に適正な指示を与えなかった場合に生じた損害に対する弁償

責任が発注者に帰属する点を留意すること。 

・１００万円以上の物品等（請負業務等も含む）については外部資金係において発注

するものとする。 

・１６０万円以上の物品については、外部資金係において三者以上の見積比較を行う

こととする。ただし、取扱業者が三者に満たない場合、又は見積合わせの公示を行

った結果三者に満たない場合はこの限りではない。 

・提出書類は別紙１のとおりとする。 

・上記の取り扱いは、令和３年２月１日改正の「研究機関における公的研究費の 

管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づく取扱を実施するまでの間の経過 

措置とする。 

・学会参加費、旅費等の本人による立替が必要なものについては、当該年度中に手続 

を行い、領収書の日付もしくはクレジットカードの引落日が当該年度中である必要 

があるため注意すること。ただし、文部科研費の前年度からの継続課題については 

前年度中に手続を行ったものも精算可能とする。 

 

（２）検収体制 

・業者に物品を納品させる際は、検収担当場所にて数量・品名確認を行うこと（一次 

検収）。一次検収後、各部署に直接業者より持ち込み、各部署において品質等の確 

認を行うこと（二次検収） 

※特殊な役務に関する一次検収の取扱は下記のとおりとする。 

データベース・プログラム開発等：成果物の確認や PC画面の確認 

保守：保守内容の契約確認（保守範囲の業務が発生した場合は報告書の確認） 

点検・修理：報告書の確認と必要に応じて現場確認 

・実験動物は動物実験管理室にて、放射性物質はＲＩ管理室にて検収すること。 

・液体窒素等のボンベ等、搬送が困難と認められる物品、メーカーから郵送等にて研 

究者の元へ直接送付される物品等、費目の性質上、各部署に先に納入（履行）され 

るものについては各部署で責任をもって二次検収を行った後、納品書に現物あるい 

は写真等を添えて、検収担当場所へ持参すること。 

・主任一括計上の場合で他施設にて物品を購入する場合、当該施設にて検収が行われ 

たことを証明できるものを添付すること。 
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（３）その他 

  ・文部科研費、厚労科研費の制度趣旨に則り、業者との物品売買契約等の契約に関 

する当事者は原則として、研究代表者もしくは研究分担者とする。  
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Ⅳ研究経費の費目について 

研究経費は「物品費」「旅費」「謝金等」「その他」に大きく区分し、その使途は次

のとおりとする。 

 

１．物品費（設備備品・消耗品） 

（１）物品費の区分 

物品費は設備備品及び消耗品から成り、次のとおりとする。 

①設備備品費 

    研究に必要不可欠な研究機器等と判断できる物品であり、その性質上、原型のま

ま1年以上の反復使用に耐えうるものであり、その取得原価が税込10万円以上のも

の。（10万円以上のソフトウェアは設備備品費として計上する。但し、厚労科研費

の場合は、1年以内のライセンスについては消耗品費として計上する。文部科研費

の場合はその他として計上する。） 

※研究機関等で通常備えるべき備品類（机、椅子、什器類）の購入は認められてい

ないので留意すること。 

 

  （厚労科研費の場合） 

    パソコン等のコンピュータの購入は、原則として認められていない。研究上の必 

要性があり、交付申請書あるいは研究計画等に購入を計画している場合のみ購入を

可能とする。 

 

  ②消耗品費 

    物品の性質上、使用するに従い消費され、その性質が長期使用に適さないもの。 

・研究用の消耗機材、薬品、試薬、実験動物、動物飼料 

・研究用雑誌類 

    文房具・トナーカートリッジ等汎用性の高い物品の購入は研究に直接使用すると

認められるもののみ購入することができる。場合によっては、使用用途を明確に

しておくために理由書を添付すること。 

 

  ③換金性の高い物品 

    購入財源や物品の所在が分かるよう、品名・規格・管理部門・管理責任者、使用

場所等を記録し、適切に管理すること。対象物品は、パソコン(ノート含む)、タブ

レット、モニター(テレビ含む)、デジタルカメラ、ビデオカメラ、DVD録画機器、

DVDプレイヤー、金券類等とする。 

※その他金額や管理面等を考慮し、必要と判断されるものについても管理すること

とする。 
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（２）設備備品の寄付について 

  （文部科研費の場合） 

設備備品については直ちに寄付手続きを行うこととする。設備備品として取り扱

う図書については、研究上の支障がなくなる時に寄付手続を行う。寄付後、研究者

が異動することとなった場合に、研究者から備品移管の申出があれば、研究者に返

還する。ただし、研究期間終了後に申し出があった場合は、所属長の承認を条件に

返還する。 

（厚労科研費の場合） 

研究終了時に寄附手続きを行うこととする。寄付後、研究者が異動すること 

となった場合に、研究者から備品移管の申出があれば、研究者に返還する。 

 

（３）必要書類について 

  別紙１のとおり、金額によって異なるため確認すること。 

 

２．旅費 

（１）旅費の計算について 

   センター旅費規程に準じて計算を行うものとする。 

 

（２）必要書類について 

   別紙２のとおり、必要書類を外部資金係に提出すること。 

 

（３）その他旅費に関する事項 

  ・旅費については、割引乗車券・割引航空券・パック商品等の利用を促進し、効果的 

な研究費の執行を行うこと。 

 

  ・ポイント等で支払った宿泊費・交通費は精算できない。 

  ・用務後に私用となる場合には、用務地までの往路代のみの支出とする。また、日 

当のみの支出は不可とする。 

  ・一部先方負担となる場合は、どの部分の費用が先方負担かが分かる書類を添えるこ

と。 

 

  （文部科研費の場合） 

当該学会が研究計画に関わるものであれば、研究代表者・分担者・協力者は問わ

ない。ただし、研究協力者が出張する場合、当該研究との関連性や研究協力者の出

張の必要性・役割分担を明記すること。 
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（厚労科研費の場合） 

研究代表者・分担者・協力者が当該研究の推進に資する情報収集・意見交換又は

成果発表等を行う場合に支給する。 

外国旅費については、交付申請書に添付した外国旅費行程表に記載の者に限る

（研究代表者・分担者・協力者に限る） 

    

 

３．謝金・労働者派遣費用・人件費（以下、「謝金等」という） 

○謝金 

謝金とは・・・特定の用務の提供に対して謝礼金として支払うものであり、継続的雇

用関係のない者に支払う経費をいう。 

 

（１）必要書類について 

別紙３のとおり、必要書類を外部資金係に提出すること。 

 

（２）謝金単価  

原則、当センターの謝金支給基準により支払う。 

ただし、基準により難い場合は、事前に相談の上、積算根拠及び理由書を提出のも

と、個別に単価を設定できる。 

 

○労働者派遣費用 

労働者派遣費用とは・・・派遣会社と研究者が労働者派遣契約を締結し、研究補助員 

            を派遣してもらうための費用。研究者及びセンターと派遣 

労働者間には雇用関係は存在しないが、派遣契約に基づき 

当該派遣労働者への指揮命令権を有する。 

 

（１）必要書類について 

別紙３のとおり、必要書類を外部資金係に提出すること。 

 

（２）賃金単価 

派遣会社と研究者間の契約にて定める事ができる。 

契約単価を概ね次の水準にて契約すること。（手数料・保険料等を含む契約単価で

あり、本人の給与単価ではない点に留意すること） 

・研究補助員（事務補助） 1,000～2,000 円／時間  

・研究補助員（技術者）   1,000～2,500 円／時間 
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（３）社会保険 

派遣会社にて定める保険に加入すること。 

 

○人件費  

人件費とは・・・研究の遂行に必要な研究協力、実験補助、集計、資料整理等を行う 

          者（以下、研究者等）を雇用するための費用をいう。研究者等はセ

ンターが非常勤職員として雇用し、その費用をセンターに対して支

払うこととなる。研究者等の社会保険、諸手当等はセンターの規程

に従う。支給にあたっては、事前に交付申請書において当該経費を

計上している事が条件となる。 

（１）単価 

国立循環器病研究センター非常勤職員就業規則、国立循環器病研究センター非常

勤職員給与規程その他関係規定による。 

 

○非常勤職員時間単価表（参考） 

職  種 単 価 

薬剤師、心理療法士 1,560円 

診療放射線技師、臨床検査技師 1,470円 

理学療法士、作業療法士、臨床工学技士、言語聴覚士、視能訓練士 1,470円 

栄養士、歯科衛生士、歯科技工士、衛生検査技師、その他の医療技術職員 1,340円 

助産師 1,720円 

看護師 1,650円 

事務助手、研究補助者（高度の専門知識等を必要とする秘書業務及び研究

補助業務に従事する者） 1,320円 

事務助手、研究補助者（上記以外の者） 1,150円 

医学物理士 1,320円 

業務技術員 1,170円 
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○研究の遂行上必要不可欠な高度な専門知識を有する者（非常勤研究員）の時間単価 

ランク 単 価 摘 要 

Ａランク  3,302円 

博士の学位を取得後、国内外の研究機関で実績

を積み、かつ、欧文誌等での主著が数件ある研

究者、又はこれと同等の研究能力を有する者 

Ｂランク 2,852円 

博士の学位を取得後５年以上にわたり研究に

従事した者、又はこれと同等の研究能力を有す

る者 

Ｃランク 2,536円 
博士の学位を取得又はこれと同等の研究能力

を有する者 

Ｄランク 2,019円 
修士の学位を取得又はこれと同等の研究能力

を有する者 

Ｅランク 1,848円 
学士の学位を有する者又はこれと同等の研究

能力を有する者 

○各種留意事項 

（１）出勤簿等の管理 

●非常勤職員（センター雇用） 

  センターの関係規程に従い、勤務時間管理簿を提出すること。 

●派遣労働者 

派遣会社のタイムシートに入力・記載の後、コピーを外部資金係担当者まで提出す

ること。 

 

（２）支払請求書の提出について 

外部資金係から金額のお知らせをするので、支払請求書を作成し、勤務時間管理簿

を添付して提出すること。 

 

（３）その他 

・研究補助員の業務は、すべて研究者の監督の下に行うこと。原則、自宅での勤務は認

められない。なお、不正支給防止の観点から勤務に係る検査を行うことがある。 

・謝金の支払の単位は「月払い」となっているので、出勤表は月ごとに締めて、他の支

払必要書類と共に外部資金係担当者まで提出すること。 

・公務員への謝金等の支払いはできないので、留意すること。 

  （講演謝金については、在勤施設に相談の上承認がおりれば可） 

・講演謝金と旅費を支払う場合、旅費からも源泉徴収される点に留意すること。 

 （海外居住者の場合、講演謝金に限らず謝金と旅費を支払う場合、旅費からも源泉徴

収される。） 

・海外居住者に関して源泉税の軽減・免税を受けようとする場合には、租税条約に関す

る届出書及び締結国ごとに必要とされる書類をあわせて提出すること。 
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４．その他 

（１）その他費目の適用 

    物品費・謝金等・旅費以外の研究に直接関係のある費用で、おおむね次のものを

対象とする。 

○ 印刷製本費（印刷代・複写代・別刷代、画像焼付代等） 

○ 通信運搬費（切手・電話料金等） 

○ 施設使用料（他研究機関の施設使用等） 

○ 会議費（会場賃料、軽食代） 

○ 修理費 

○ 賃料（備品のリース費用等） 

○ 雑費（請負（派遣契約を除く）に係る費用、学会参加費、成果発表費用等） 

 

（２）各支払区分に係る個別の留意点 

 【印刷製本費】 （印刷代・別刷代） 

  ・印刷物を１部添付すること。（写しで可） 

   ※ただし、厚労科研の研究報告書については、原本を１部提出すること。 

   （外部資金係でコピーした後、返却します。） 

 

 【通信運搬費】 

  ・切手等を購入する場合、送付先リストを添付し、送付物を明記すること。 

 

 【会議費】 

  ・単なるセンター内部職員の打ち合わせの場合は使用できない。 

  ・議事要旨または開催通知等を１部添付すること。 

・飲食物を提供する場合、出席人数に応じた数量の提供分のみが研究費執行対象とな

る。なお、酒類は一切、研究費の執行対象とならない。 

  ・支給基準は一人当たり１，０００円（消費税、サービス料込み）とし、昼食を必要と

する場合は２，０００円（消費税、サービス料込み）とする。ただし、飲食物持ち込

み不可の会場で飲食物を提供する場合等支給基準によることができない場合は、必

要最小限であることを条件とし、この基準を超える支出を認める。この場合、基準に

よることができない理由のわかる書類を添付すること。 

  ・会場を借りる場合はできる限り、公的機関の施設を利用し、備品のレンタル等も含め

必要最小限のものとすること。 
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 【修理費】 

  ・修理報告書を添付すること。 

 

【委託検査費】 

  ・検査報告書を添付すること。 

 

【雑費】 

〔論文投稿料〕  

・論文投稿登録時に受領確認を示す書類（Webサイトの印刷等）を添付すること。 

・文部科研費および厚労科研費による研究であることを示す謝辞を記載すること。 

〔学会参加費〕 

・学会参加証、領収書等を添付すること。 

・開催概要、プログラム(日程表)、学会ホームページの参加費の金額が記載されている

ページの写も添付すること。 

・Web開催の場合は Webでの開催が確認できる書類を添付すること。 

・学会認定資格取得等の為、参加証の原本を保有する必要がある場合、別途連絡するこ 

と。 

  ・懇親会費はどのような理由があっても支払うことはできない。 

 

（３）必要書類について 

  別紙１を参考とすること。 

 

５．間接経費 

（１）間接経費について 

間接経費は、直接経費に対して一定比率で手当てされ、研究機関が研究遂行に関連 

  して間接的に必要とする経費であり、直接経費で支出可能なものには支出することが 

  できない。 

間接経費は所属する研究機関に譲渡することとなっているため、研究費が交付され 

  次第、センターに譲渡することとする。 

 

（２）研究機関を異動する場合 

（文部科研費） 

間接経費をセンターに譲渡後、研究者が異動することとなった場合、科研費の使用 

ルールに基づき、直接経費の残存額に対する 30％相当額の間接経費を研究者に返還す 

ることとする。 
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（厚労科研費） 

間接経費をセンターに譲渡後、研究者が異動することとなった場合、厚生科学課長 

  決定に従い、間接経費は異動後の施設に移管しないため、研究者への返還は行わない。 
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Ⅴ不正防止に係る留意事項について 

 

（１）不正告発等の窓口の設置  

センターにおける競争的資金の不正使用に関する通報、告発等（以下、「通報等」と

いう。）に対応するため、監査室に通報受付窓口を置くとともに、センターのホームペ

ージ等を通じてセンター内外に周知するものとする。通報を行った者については、国立

研究開発法人国立循環器病研究センター内部通報事務手続規程を準用し、その保護を

行うものとする。 

 

（２）内部監査体制の強化  

研究費の適正な執行を確保するため、経費の執行に関わらない事務職員及び当該補

助金を受給していない職員を内部監査員として任命し、年１回以上、内部監査を実施さ

せるものとする。 

 

（３）公的資金の使用に係る遵守事項の周知徹底  

競争的資金の執行に係る事務処理方法等について、毎年、職員への研修会を定期的に

開催するものとする。  

 

（４）不正な取引に関与した業者への処分方針  

センター会計規程等諸規程を準用して、厳正に対処するものとする。また、センター

会計規程が準用されるセンターの発注業務についても、同様の考え方により取り扱う

こととする。  

 

（５）業者への支払について 

   過去、事業決定（研究期間開始日）から入金日まで時間が空くことを理由に購入備品

等の業者への支払遅延が見られた。こうした行為は業者との不適切な関係と言う疑念

を抱かせるものであるため、研究期間開始後に購入したものに関しては、当該研究費に

係る入金の有無に関わらず、センターの支払と同様に、購入月の翌々月の最終営業日に

支払うことを原則とする。そのため、購入後は速やかに書類の提出を行うものとする。 

 

（６）謝金・旅費・立替払金の本人への振込みの徹底について 

謝金・旅費・立替払金については原則として本人名義の銀行口座に振り込むものとす

る。ただし、立替払について各部署の共通口座等を利用して支払いを行っている旨の申

し出があった場合についてはこの限りではない。 

   なお、立替払については、本人名義での支払が求められている場合、支払方法がクレ

ジットカード払のみとなっている場合などの必要最小限度での取り扱いとする。 
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Ⅵ問い合わせ・相談窓口について 

本事務処理要領に掲げる内容および他文部科研費、厚労科研費等の取扱いについて

不明な点がある場合は、下記までご連絡ください。 

 

国立研究開発法人国立循環器病研究センター 

財務経理部 財務経理課 外部資金係 

内線 40072（文部科研費・厚労科研費） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


